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文部省は1920年12月17日の実業補習学校規程改正(文部省令第32号)により，実業補習学校の

目的規定をそれ以前の f実業教育および普通教育の補習Jから「職業教脊および公民教育jへと

変更した。次いで1922年2月15Bには「実業補習学校学科課程Jを通課(発実20号)し，実業補
習学校後期の修身科では f公民心得Jを教授するよう指導した。さらに，その具体的内容を確定

すべく，間年「公民教育調査委員会Jを設置し，問委員会の審議を経て「実業補習学校公民科教

授要綱J(以下「要綱Jと略記する)を完成し， 1924年10丹9日，文部省吉JI令第15号により公布
した。 f要織Jは，農村用と都市用の 2種類が作成された。公民科はこの「要綱Jの公布により，
B本では実業補習学校において初めて設置された。
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実業補習学校では，このように「実業補習学校標準学科課程jによって後期の修身科において

「公民心得jを教授すると規定しているのみで，法令上特に独立のー教科を設置して公民教育を

おこなうことを定めてはいなかった。かかる規定との整会性確保の必要性から，文部省は「公民

教育謂査委員会jへ提示すべく事前に作成していた実業補習学校公民科カリキュラムの原案を，

「実業補習学校公民科(後期修身科)教授要自jと題していた(以下 f原案jと表記する)。し

かし，審議中の1923年5月，文部省実業補習教脊主事であった千葉敬止が「後期の修身科は公民

科として差支ない次第である。されば，今日まで公民教育に用いたる学科罰としての種々の名称

は，今後は公民科として統一したいものである。(1)Jと雑誌上で述べたことにみられるように，

文部省は「公民科jを「修身Jとは区別し，新裁の教科として構想していた。審議の後成立した

成案は「実業捕習学校公民科教授要綱Jと題し， r(後期修身科)Jを省いている。また， r要綱j
冒頭に付した， r本要綱実施上の注意jにおいても， r本要綱は実業補習学校に於ける公民科の教
授事項に就き其の標準を示したるもの……jとして，後期修身科なる用語をもはや鏡用していな

し)(2)。

従来の研究でこの「要綱Jについて触れているものの多くは一般的な性格規定を行うにとどま
り， r要綱jに示された実業補習学校公民科の教科内容の分析が不十分であった。本稿は， r要綱j
の内容とその編成に却して実業補習学校公演科の検討を行うことを課題とする。

文部省が「公民教育調査委員会j設置以前に準備していた f原案jと， r公民教育調査委員会J
の審議を経て確定した成案すなわち「要綱Jの間には，審議の過程でなされたいくつかの変更が
ある。次章で触れるように，文部省は「原案jをほぼ1年にわたる検討を経て作成したのであり，

それに更に加えられた変更の持つ意味は大きい。変更点は，審議において最も周到に調整が行わ

れた部分であり，またそれ故に，実業補習学校公民科の教科内容の核心に触れるものであるとい

える。よって，本稿ではこれらの変更点に特に着目して検討を行う。

また，文部省は， 1920年実業補習学校規程改正に伴い，実業補習学校教員の養成を重視し， r実
業補習学校教員養成所令jおよび f実業補習学校教員養成所令施行規制jにより，実業補習学校

教員養成所を創設した。この実業補習学校教員養成所において，公民科の教科内容に関していか

なる学科目を設寵していたのか把握しておくことは，実業補習学校公民科の内容として何を重視

していたかを知る上で重要である。よって， 1935年の青年学校教員養成所への改組にいたるまで

の，北海道および各府県の実業補習学校教員養成所における公民科関連学科目の設霞状況につい

て明らかにし，その特徴につき検討する。

なお， r要繍Jは農村用と都市用の 2種類が作成されたが，実業補習学校の圧倒的多数が農業
補習学校であったこと，教科内容およびその配列の基本は，農村尾と都市岡で詞様であることか

ら，本稿における検討は農村用に規定しておこなうこととする。

1. r公民教育調査委員会jの設寵
1922年12月12臼，文部省は22名の委員および幹事1名書記2名を委嘱し， 12月13臼には「公民

教育調査委員会規程jおよび f公民教育調査委員会議事規則jにより「公民教青調査委員会jを
設置した(3)。

「公民教育調査委員会jは文部次官赤苛鷹一部が委員長をつとめ(後に松浦鎮次部に変更とな

る)，次の人々が委員となっていた(4)。

板倉卓造(慶応議勢大学教授)，西河龍治(文部省図書監修宮)，穂積重遠(東京帝閤大学教授)，
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小島晴敏(文部省嘱託)，渡辺織蔵(東京帝間大学教授)，因子一員(内務省社会局第二部長)，

中島半次郎(早稲田大学教授)，中島久蔦吉(臼本工業俣楽部理事)，上田貞次郎(東京商科大学

教授)，山鯖亀吉(策京実業連合会頭(5))，山崎達之効(文部省普通学務局長)，深作安文(東京

宇野盟大学助教授)，楽屋謙(文部省実業学務局長)，佐藤寛次(東京帝国大学教授)，佐野利器(東

京帝国大学教授)，佐々木吉三郎(東京市視学)，岸田久雄(東京市立第五実業学校長)，清水澄(行

政裁判所評定官)，下村寿一(文部省参事官)，接岡常蔵(文部省督学官)，鈴木静穏(東京府豊

島師範学校教諭)，潮態之輔(内務省地方局長)，田沢義舗(協調会理事)，武部欽…(文部省実

業学務局長)。

なお，幹事を文部書記宮木村正義が，書記を文部属水口吉蔵および鷲谷龍濠がつとめた。

河委員会設壁に先立ち，文部省では，中島半次郎，岸田久雄，鈴木静穏の 3名の起草委員削，

および，寺崎九一郎，関篤部，松本喜一，菊池良樹，千葉敬止の 5名の文部省実業補習教育主事

が， 1922年1月より20数屈の会議をかさねた末に「原案jを確定していた(7)。この f原案J(農

村用)につき，第1回目の総会そ1922年12月に鴎催して審議を開始し，その後10回の総会審議を

行い， 1923年7月，各項目について意見の交換を終えた。その後，主査委員を選出し(8)9屈の

審議を経て， 1924年3月最終案を決定した。引き続き 4丹から 7月にかけて都市用につき審議を

重ねて， i実業補習学校公民科教授要綱Jを完成し， 10月9日に文部省吉fI令第15号により公布し
た(9)。

「公民教育調査委員会Jは，官立および私立大学教員，実業学校長，師範学校教員，視学，文
部官僚，内務官僚，行政官，実業家，協調会理事(10)等から構成されている。また 5人の実業

補習教育主事は f員外(lI)Jであったが審議において重要な位置を占めていた。委員会の審議は，

文部省「療案Jを逐条的に検討するかたちで進められ，その過程において根本的な見解の対立を
見ずに「要綱jの確定に至った。

f原案j作成にあたった上記の超草委員および実業補習教育主事は，全員「実業補習教育研究

会Jの発足メンバーであり， i公民教育調査委員会j委員のほぼ半数を向研究会の発足メンバー

が占めていた(団子一民，中島半次郎，上回貞次郎，山崎亀吉，山崎達之助，薬屋謙，佐藤寛次，

佐々木吉三郎，岸毘久雄，下村寿一，鈴木静穂の11名である(12))0i実業補習教育研究会jとは，

1920年改正の実業補習学校規援の主旨を遂行するために， 1922年11月38，i職業教育並に公民

教育に関する調査研究を為し実業補習教育の発達そ図ること (13)Jを会の目的として，文部省が

主導し設置した間体である。文部次官赤苛鷹一部，専門学務局長松浦鎮次郎，普通学務局長山崎

達之輔，実業学務局長粟屋謙，および文部書記宮・文部省参事官であった木村正義の5人が顧問

として名を連ねていた(14)。彼らの内で同研究会の発足を主導したのは， i公民教育調査委員会j

幹事をつとめた木村正義であった(15)。

審議の進め方や委員構成から， i公民教育調査委員会Jの主導権を握っていたのは木村正義を
中心とする文部官僚であったことが知れる。木村正義は，この委員会を「朝野の学者実捺家を網

羅(16)Jすること意図して構成したものと位龍づけていた。これは，実業補習学校公民科カリキュ

ラムの編成をそれらの人々に委ねることを示すものではなく，ある程震プレッシャーグループか

らの意見を取り入れることに配慮しつつ，新教科の正当性を確保するための人選と組織化であっ

たことを示している。
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1 文部省「原案J-r実業補習学校公民科(後期修身科)教授要目j
f公民教育調査委員会J第1回総会に文部省が提示した「原案Jは， 45の「題目jからなって
おり，さらに，各「題目jの下位に「要目Jを，その下位;こ「細自Jを設けて「題目Jの内容を
より詳細に展開している。「要綱Jは間様の構成をとり，さらに「備考Jを設けている。「原案J
をく表1>に， r要綱」をく表2>に示す。

1 .教科内容の選択

「原案Jに示された教科内容は，従来の f法制経済jにおける政治，経済に関する内容に社会

的内容を加えて，その範囲を拡大している。この点に鶴し，文部省が1924年7月に開催した「第

一額公民教育講習会Jにおいて，木村正義(文部書記宮)が解説を行っている。これによれば，
公民科の内容は，社会的事項，政治的事項，経済的事項の三方掛から選択するものとされる。社

会的事項には，人と社会，家，我が郷土等が含まれ，さらに社会の共同目的ないしは社会の安寧

幸描に関する施設が含まれる。政治的事項には，自治生活，国家生活，鴎擦生活が含まれる。経

済的事項には，経済生活又は職業の社会的意義が含まれる。

また，このように選択された内容は，単に範囲を拡大したということにとどまらない特徴そ備

えていた。それは，政治，経済，社会の各領域ごとの別個の系統としてとらえるのではなく，す

べて実際生活に関連する具体的な事項という視点から選択しようとしている点である。

このことは社会的事項の選択において，社会の共同目的ないしは社会の安寧挙楢に関する施設

という視点を設定していることに典型的に示されている。これに含まれるのは， r警察，保健衛生，
教育，神社，宗教，農村問題，都市問題，慈善，救済，思想問題，社会問題，新龍雑誌j等であ

る。

また，経済生活に関する事項において， r職業と神聖，職業の選択，農業，工業，商業，生計，
節約と貯蓄，生産，土地，資本，労力，物価，計量，保険，金融，産業組合，農会，商業会議所，

詞業組合j等を， r経済生活又は職業の社会的意義jを明らかにするものとして設定している(17)。

2.教科内容の配列方法

1922年12月， r公民教育調査委員会jの審議開始に先立ち，文部省は8項目からなる「調査大綱j
を明らかにした(18)。それは以下のようである。

l.家

2.学校

3.郷土

4.社会

5.職業

少年少女の家躍生活に関する教育であって自分と父母兄弟の関係その他家庭に

於ける自己の地位に関する正当なる理解力を養成する教脊方法の調査

学校に於ける自己の地位及び学校の組織等に関する理解カの養成方法の調査

郷土に於ける自己の地位，隣人の関係，家庭購入との関係等に関する理解教育

郷土からに進んで更に社会に於ける自己の地位関係を理解せしむる教育の調査

労働の錨鑓及び職業の尊き所以を知らしめ単に自己の生活資料を得る方{更のみ

でなく一種の社会連帯費任観念から生ずるものであるとの頭脳を養成する教育

6. 自治体 自治体の一員としての自己を養成する教育であってその立法行政等の正解力養

成教育

7.国家 国家の隈民としての地位を自覚せしめる教育
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「原案J

実業補習学校公民科のカワキュラム

(衰の

「婆綱J
実業補習学校公民科(後綴修良科)教授 実業補習学校公民科教授要綱(農村潤)

婆自(農村局)

第1学年 第1学年

題 自 要 目 語圏 自 題 目 婆 目 細 自

l 我ガ家 我ガ家 我ガ家ノ成立 1 人ト社会 人ト社会 人ト社会

一家ハ社会ノ初、J 社会ノ態様

我属ノ家族制度

家門ノ尊重 家系

家盟主 共同生活 共存共栄

家内ノ尊重震 人生ノ意義

2 戸主ト家族 戸主ト家族 戸主ト家族 z 我ガ家 家 家縫

戸主ノ努 家ハ校会ノ恭礎

家族ノ努 我ガ関ノ家族紛度

一家ノ和合 一家ノ和合 戸主ト家族 戸主ト家族

3 親子，親族 親子 親子

毅権

子ノ義務

戸主ノ務ト戸主権

家族ノ努

一家ノ和合

婚姻 婚姻 3 毅子 親子 笑親子，養純子

配偶者ノ選択 親ノ務ト親権

夫妻ノ義務 子ノ務

親族 親族 兄弟姉妹 兄弟姉妹

血自主ト婚族 兄弟姉妹ノ親和

議等
4 親族 親族 親族

親族問ノ交際
続等

4 戸籍相続 戸籍 戸籍 親族防ノ交際

本籍ト寄留 婚線 婚姻

戸籍手続 配偶者ノ選択

相続 家督桜続 婚姻ノ成立

遺産相続 夫綴相手5

遺言遺潔分 5 戸籍，根続 戸籍 戸籍

5 職業 生活ト職業 生活ト械業 本籍，寄'iII

職業ノ穫量買 職業ノ穣童話 戸籍ノ手続

車車業ノ選択 相続 家督相続

農業 農業ト陶工業 遺言格続

農業ノ要素 遺言

自土地 土地 土地 6 財産 財産 財産

地自 財産ノ穣類 動蔑，不動産

土地ノ利用 土地ノ利用 物権，債権

7 資本ト労力 資本 資本
財康権ノ尊重 財産権ノ尊重

資本ノ稜類 7 職業 職業 戦業ト人生

資本ノ運用 職業ノ選択

労力 労力 農業 農業ト商工業

労力ノ効稜 操業ノ尊重

能率ノ増進 8 生産 土地 土地

8 物価 物価 物価 土地ノ科用

物悩ノ高低 資本 資本

物倣ト生活 物儀ト生活 資本ノ運用

9 一家ノ生計 一家ノ生計 我ガ家ノ生計
労力 労力

貯蓄ト財産 節約ト貯蓄
労力ノ増進

財産ノ増強 百 一家ノ生計 生計 '家ノ収入

10 計量ト生活 計量ト主主活 言f霊堂 (度， 量， 衡，

待問)

生計費

物館，計量

百十蚤ト生活

計量ノ統一ト疋 百十五量ノ統一
節約ト貯蓄 節約ト貯蓄

確 計量ノ疋確
保検

統計 統計
生活ノ安定

統計ノ利用 10 保健ト衛生 保健ト衛生 保健ト衛生

11 衛生 保健ト衛生 保健ト衛生
公衆衛生 公衆衛生

伝染病 伝染携

公衆衛生

衛生施設 衛生施設

儒生施設

体育脆設 武滋，競技等

16う

備 考

家族・郷土・殴家・世

界・学校・経合等ノ溜

体

家庭生活ノ楽

祖孫関係，家名産事震

血族，姻族

婚姻溺ノ重要

事寄f雪崩

出生届，死亡樹等

所有権，売質・賃貸等

'le物奴入，金銭収入

物悩ノ変動，計量ノ疋

確

伝染病ノ予防，寄生虫

ノ駆除
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12 保検 保険 保検 II 襲警察 害警察 襲警察署

保険ノ種類 襲警察事務

保軽量ト生活 保険ト生活 災害防止 火災・水害等防止

13 警察 事手察 襲警察
警察ト公衆 早野祭ト公衆

署警察署 12 神社，宗教 神社 神社

警察ト公衆 犯罪 敬神袋持

害警察ト公衆 宗教 宗教

14 農村ノ風紀 農村ノ鼠紀 奥村ノ風紀 f誇仰ノ自由

風紀ト青年 13 教育 教育 人ト教脊

青年随 青年剖 義務教育

図録ノ修養 学校 学校ノ種類

15 我ガ郷土 我ガ郷土 我ガ郷土
実業補習学校

郷土ノ親ミ 学校生活 学校生活郎社会生活

愛郷ト愛飽 愛郷ト愛E雪 社会教育 投会教育

教育ト文化 我ガ町村ノ文化ノ向上

14 農村ト青年 青年 青年

青年ト修養 宵年ト修養

青年溜

青年ト娯楽

新鶴，雑誌

農村ト青年 農村ト青年

15 我ガ郷土 我ガ郷土 投ガ郷土

郷土ノ護史ト懐f1Jj

愛華事ト愛溺 愛郷ト愛関

第2学年 第2学年

l 我ガ関I村 我ガ町村 町村ノ地域ト附 l 我ガ町村 我ガ町村 我ガ町村ノ現勢

町村役場 殺ガ町村ノi沿革

町村ト町村氏 町村ト町村氏 町村ト書T村民 町村ト町村氏

町村ト公民生活
2 町村ノ自治 自1古 自治

2 町村ノ自治 町村ノ自治 町村ノa治 自治ノ精神

置I村嗣i 町村嗣iノ本将 型T材ノ翁治 町村ノ自治

住民ト公民 住民ト公民 町村制ノ本陸

公民ノ権利義務
3 公民 公認 住民ト公民

公認緯ノ尊重
公民ノ権利義務

3 議員ノ選挙 町村会議員ノ選 選挙 公民権ノ藤重量 公民権ノ尊重

挙 選挙権
4 議員ノ選挙 町村会主義鎚 議録ノ選挙

被選挙権
選挙権

選挙ノ版序
被選挙権

選挙ト公iE 選挙ト公正
選挙ノ方法

4 町村会 町村会 町村会 選挙ト公正 選挙ト公正

町村会ノ権限 5 町村会 町村会 町村会
町村会ノ議事

町村会ノ権銀
町村会議員 町村会議員ノ心得

町村会ノ議事

5 荷村ノ事務 I!T村長 町村長 議員ノ心得 議員ノ心得

匝I村長ノ職務

町村ノ事務 町村ノ事務
6 町村役場 町村ノ吏員 町村長

其他ノ吏鈴

6 租税 税税 租税 町村ノ事務 町村ノ事務

租税ノ稜類 I!T村ノ事業

納税ノ心得 納税ノ心得 7 聞I村ノ財政 町村ノ財政 町村ノ財政

7 町村ノ財政 町村ノ財政 町村ノ財政 歳入ト歳出

歳入ト歳出 予算ト決算 予算ト決算

予算ト決算 8 町村ノ財産 町村ノ紛議 町村ノ財産
町村ノ財産 町村ノ財産

町村ノ造営物 造営物ノ尊重量
基本財躍を

基本財産 基本財産

自銀行 銀行 銀行 是正本財産ノ造成

銀行ノ種類
9 租税 租税 続税

銀行ト金融 銀行ト金融
租税ノ種類

f量F耳証券
我ガ町村ノ税税

9 会社 会社 会社 納税 納税ノ心得

会社ノ種類
10 産業組合 産業組合 産業組合

会社ト企業 会社ト食業
産業級合ノ種類



実業補苦手学校公民科のカリキュラム 167 

10 産業組合ト農会 産業組合 廃業総合 産業組合ト会社 会社ノ性質・種類(法

*'会 農会 人ノ大要ヲ説ク)

産業組合及ピ農会ト 農村ト産業総合 農村ト産業組合

町村 総合員ノ心得

11 地主ト小作 地主 地主 11 金融 金融機関 信用線合

小作 小作 頼母子講

小作契約 銀行

地主ト小作 地主ト小作 館周 信用ノ種類

農村ノ平和 長ヲ周証券 公債証書，手形.小切

12 教育 我ガ町村ノ教育 我ガ町村ノ教育
手等

教育ノ発達 12 &整会 農会 農会

教育制度 普通教育 農会ノ事業

専門教育 農村ト農会 奥村ト陵会

実業教育 農村ト組合 農村ト総合 水手Ij組合，畜産組合，

教育ト文化 教育ト文化 漁業組合，同業総合等

13 神社ト寺続 神社 神社{社格) 13 奥村ノ開発 廃材ノ生活 農村ノ特紫

敬神奈拝 奥村ノ生活 生活改善

寺筏 寺錠 農村ノ開発 農村ノ現状

宗教 宗教 地主ト'J、作
儒教ノ自由 模範農村

14 奥村ノ開発 農村生活 農村ノ特質
農村ノ愛護 農村ノ愛護

農村ノ生活 14 府県ノ行政 府県ノ自治 府県ノ自治

農村ノ熊発 農村ノ現状 府県知事

農村ノ防発 府県会，府県参事会

15 我ガ府県 都及ピ府県 都及ピ府県
地方行政官庁 都役所

府県ノ行政 府察庁

府県ノ良治 府県ノ自治 15 我ガ府県 我ガ府県ノi告革 我ガ府県ノ沿革

府保会 我ガ府県ノ環勢 我ガ府県ノ攻勢

府県参事会

府県ノ自治トE自家

第3学年 第3学年

1 我if調書E 我ガ国家 建霞ノ出来 1 我ガ滋家 箆家 人類ト国家

<i民{司被 密家ノ要素

関家ノ発達 間体

我ガ関体 我ガ閤体 政体

掴家ト図民 我ガ箆 建霞ノ由来

2 天象 天皇 天皇
霊童体ノ精華

天皇ノ大権 2 天皇 天草主 天皇

摂政 天皇ノ大権

勅語，認番号 僚政

皇位継承 皇位継承 皇位継泳 皇家典範

践鮮民PI立 皇位継承

皇室及ピ皇族 皇室及ピE皇族
敬称 3 箆民，領土 疫反 疫民

3 g民ト領土 E在民 箆民トF!J籍 医民ノ権利義務

臣民ノ権利義務 領土 領土

領土 領土，領海 我ガ領土

我ガ領土 租借地・委任統治ノ地

租借地ト委任統 穏借地 域

治 委任統治 4 立憲政治 立懇政治 立憲政治

4 立憲政治 紋体 政体 立法司法，行政

立憲政治 管E富懇法 量豊法制定ノ沿革

帝関政治 帝間政治 帝F!J憲法

立憲政治ト関民 政党 立憲政治，与論ト国民

立憲政治ト殴民 5 帝F!J議会 帝属議会 帝閣議会

5 国務大琵 F!J務大臣 国務大径 貴族院

経密機関 箇務大毘ノ寅任 衆議院

板密機関 枢密猟問 選挙 選挙

枢草昔顧縄ノ権限 選挙権

6 帝閣議会 帝国議会 帝箆議会
被選挙権

貴族続
立懲政治ト選挙

衆議院
議会ノ作沼 召集，関会，照会，解

衆議凝議員ノ選 選挙権
散等

挙 被選挙権 議会ノ権能
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選挙ノ心得

談会ノ作用 開会閉会(停会休会

及解散)

議事及ピ決議

7 中央官庁 中央官庁 1勾!暫

内部総理太陀

各省土陀

会計検:査院

行政裁判所

官吏 官吏

l'ill!ノ資務

8 間法 国法 E話法
法律ト命令

公法ト私it
法ノ尊議 itノ尊重

法トj盛徳

9 裁判所 裁判所 討oit
裁判所

裁判所ノ種類及組織

訴訟 刑事訴訟

民事訴訟

非訴事件

10 兵役ト菌防 兵役 兵役

E司紡 我ガ軍備

軍事救議

在郷軍人

関紡ト図1¥'0

l! 国交 滋交 関交ト平和

条約 条約ノ綾類

条約溺

外交'[fト領事

国交ト国民 際交ト図上告

12 交通 交通機関 交遜機関

交通機関ノ発達

通信制度 郵便

官li:fet霞話

交通ト文明 交遜ト文明

13 殖産興業 産業ト貿易 我関ノ産業

我国ノ貿易

殴E富ト産業 栽ガ図ノ富力ト産業

地方産業ノ振興

14 海外発展 我ガ悶ノ人口 我ガ国ノ人口ト図土

海外発展 海外発展

移植民ノ心得

15 世界ニ於ケル日 我ガ関ノ地位 我ガ国ト東洋諸問

本 我ガ語司ト欽米諸問

関民ノ党f吾 世界ニ於ケル日本国

民ノ覚情

註.

〈表1)は，東京帝国大学農学部構内農業教

育研究会f農業補習学校公民科(後期修身科)
教授婆目J(r農業教育J第262号.1923年4Yl. 
33-44賞。)より作成。

〈表2)は.r文部時報j第152号 (1924年10
Yl21日. 1-7頁。)より作成。

段党

6 鴎務大{若， 間務大臣

核密顧問

阪密隊問

7 行政官庁 行政官庁

中央行政官庁

拓殖行政官庁

官吏

8 悶法 閣法

法ノ移設

宮 裁判所 司法

裁判所

訴訟

10 悶防 図防

図紡ト関1'"

11 悶交 殴交

関際協i司

国交ト図111:

12 交通 交通機潟

交通ト文化

13 我ガ図ノ康 我ガ鴎ノ産業

業

関土ノ隠拓

海外発展

14 社会改醤 思想問題

千士会r.，題
社会改善

15 世界ト日本 人類文化ノ発達

設ガE菌ノ使命

政党ノ殺義

政党ノ潤弊

政党ノ沿革

国務大原

E司務大獄ノ爽任
紋密顧問

行政省庁

IえI隠

存'ii

会計検査院

行政裁判所

級生草，台湾，機太，関

Jl!H問i.r宥i宇群島
官吏

官吏ノ任務

i翠法
関i去ノ種類
法ノ尊重

法ト道徳

ri]法権ノ独立

裁宇'J所
裁料所ノ構成

術事訴訟， 申告審

民事訴訟，調停 小作議体

非訴事件

弁護士，執達吏，公証

人

自主防ト兵役

1主ガ関ノ軍備

夜郷軍人

E司紡ト図民

関交ト平和

国際法

条約

外交官，領事官

思際協隊ノ沿革 赤十字，平和会議，万

国農事協会

E間際連盟 I'!J際労働会議

関交トi翼民
国際滋徳

道路，鉄巡，船舶等

郵便，君主f露，電話等

交通ノ発達

交通ト公徳

我フザ国ノ稼業

我ffl'!Jノ貿易 関税

我ガE富ノ箆源
人口ト殴土

拓嫡ト移住 北海道.樺太，級事札

台湾

海外発展

海外事情 支那. 南洋，

|制巳等

思想問皇室ノ概婆 「デモクヲシーj・社会

主義・共産主義等ノ批

判

社会関題ノ概要 労働問題，小作問題等

社会改善 社会政策，社会事業

文化発達ノ概要

文化発達ト民家

文化史上ノ我ガ隠ノ地

f立
我ガ我ガ際ノ使命
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8.盟{本 国家の閤民としての教青を進めて国際大社会の一員としての教育

前述のような新しい視点から選択された教科内容は，政治の部分，経済の部分，社会の部分と

いうように離列し得るものではなかった。また， i原案jの配列の願序は「児童の身辺から集め

て行って漸次遠大の方面に及ぼして持く (19)Jと定められており，この8項巨はかかる願序を示

すものでもあった。「公民教育謂査委員会jにおける審議の方法は， i原案Jの嬬成方法に従うよ
う規定され，この 8項目を「細別して各種の方面に研究そ重ね(20)Jるものとされた。

木村正義は，この方法を「笑業補習学校の教授要綱では……青年の生活を単位にして分けてあ

ります。政治の部分経済の部分と云う風に列べないで，家から町村へとして其の中に政治もあれ

ば経済もあると云うように関連して色々の方面を教えるようにして別々に引き放さないように注

意を以て排列しである (21)Jと解説している。この方法は，公民科以前の f法制経済Jに対する，
「法制をやって経済をやると云う風に知識をばらばらにして其の賠に何等の教育上の考慮が払わ

れて居ない(22)Jという批判に基づくものであった。

また，この8項呂は，生徒の社会的経験の拡大順序に照応するものであり，それゆえ理解しや

すく，理解しやすいが故に興味を引くという教育的意義があるものとされた。また，公民教育は，

将来のための準備ではなく， i現在若き市民として，若き公民としての責任，任務を自覚させる，

若い者は若い者として社会生活に寄与貢献せしむるJという目的を持つが故に，実際に経験して

いる小さな社会の理解から始めて，順次より大きな社会へと拡大すべきとされた。したがって，

「……学校と云う所から霞ぐに世界と云う所へjというような教材配列は「単に抽象の概念とし

て頭の中に這入るだけjだとして退けられたのである(23)。

なお，木村は1922年12丹長野県開催の実業補習教育講演会で、行った講演において， i文部省で
目下調査中の実業補習学校公民科教授要目(農村用)の原案の原案とも言うべきもの(木村)J

を提示し，その題目を大きく 7項目に分類して解説した(制。 7項目は以下のようである。

(1) 家に関する事項

(2) 学校生活に関する事項

(3) 職業生活に関する事項

(4) 郷土並に社会に関する事項

(5) 自治生活に関する事項

(6) 閤家生活に関する事項

(7) 開襟生活に関する事項

この 7項目を上述の f講査大綱Jの8項目と比較すると， (4)郷土並に社会に関する事項は， i調
査大綱jにおいては3郷土と 4社会とに分割され，盟際生活は閤体に表現を変えている。また，

職業の位鷺に違いがあるものの，両者はほぼ陪様の項目立てとなっている。このように， i原案j

は，その作成の時点からかなり明確な教科内容の選択基準とその編成の論理を備えていた。

次に，この 7項目にいかにウェイトがつけられていたのかを鳴らかにするため，木村が示した

題目の分類をく表3>に示す。
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〈表3)

家 学校 職業 郷土，社会 自治 殴家 国際

l 我ガ家 5 職業 11 衛生

2 戸主ト家族 6 土地 13 饗察

3 親子，親族 7 資本ト労力 14 農村ノ風紀

1学年 4 戸籍相続 8 物館 15 我が郷土

9 一家ノ生計

JO 針盤ト生活

12 保険

12 教脊 自銀行 13 神社ト寺続 1 我ガ町村

9 会社 14 奥村ノ開発 2 町村ノ自治

10 寝業組合ト農 3 議会ノ選挙

2学年
会 4 町村会

lJ地主ト'1、作 5 町村ノ事務

8 租税

7 町村ノ財政

(15 我ガ府県)

1 我ガ図家 II 際交

2 天皇 J5 世界ニ於ケル

3 院災ト鍍土 日本

4 立憲政治

5 関務大夜

板密顧問

3学年
8 帝殴議会

7 中央官庁

8 閣法

9 裁判所

10 兵役ト隈紡

12 交通

13 殖産興業

14 海外発援

〈表3)註. 2学年の項目15我ガ府県は，木村の説明においては欠落していた。自治の項gと推察し，括孤をつ
けて表中にかかげた。

本表を一見して明らかなように 7項器のうち国家生活に関する事項とともに職業生活に関す

る事項への教材の配分が多いことが特徴的である。職業は.I青年の生活の単位Jとしては，倒人，
家と社会，国家の結節点に位襲づけられ，上述の公演教育の沼的からいって極めて重視されてい

る。

m. r実業構留学校公民科教授要輔」
1.文部省 f原案Jの変質
「要綱Jには「原案Jからのいくつかの変更点がある。これら変更点は，審議において最も潤

裂に調整が行われた部分であり，またそれ放に，実業繍習学校公民科の教科内容の核心に触れる

ものであるといえる。

「公民教育調査委員会Jでは，東京帝国大学農学部構内農業教育研究会が参考案「農業補習学
校公民科(後期修身科)教授要eU(以下「農業教育研究会案jと略記する)そ提示した (25)。こ
れは，文部省 f藤案jをもとに，前後4回の研究調査のよ得た案であった。さらに，内務省が第

ニ学年の内容に関する案を提示した。

変更にはこれらの提案が契機となったと考えられるものがある。「農業教育研究会案jに示さ

れた内容(26)のうち.I原案jに無かったのは，第1学年の題呂「吾等ノ生活J(要目および纏目

は「吾等ノ生活共存共栄J.r吾等ノ生活共同生活共存共栄J)である。また.I産業総合J
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と f農会Jを単独の題自として位置づけを重くしたり， r原案J第2学年の題呂「地主と小作J
の融自の一項呂である「農村ノ平和Jを題目に格上げし，その下位に「地主と小作jを設定する

といった相違がある。蔀者はそのまま「要綱J成案に取り入れられたと思われる。 f地主と小作j

は「要綱Jにおいては，第二学年の題目「農村ノ開発Jの細目のうちの一項患とされといる。

内務省案は，第5回委員会(1923年3月28臼)および第6関委員会(向年4月11日)において，

「我ガ町村，町村の自治，議員の選挙，町村会，町村の事務，担税，町村の財政等に関する事項

に就ては内務省委員の意見を参酌し後日再び審議すること(27)J が決まったことを受けて提示さ

れた。内務省案の説明を行ったのは地方局長瀬恵之介であった(28)。

これら地方行政に関する事項における「原案Jから「要網jへの目立った変更は以下の諸点で
あり，それらは内務省案を参酌したものと思われる。

第一に，題目「我ガ町村jの細宮中に， r現勢jや「沿革Jを加えたこと。
第ニに，題目「町村ノ自治jより「公民jを独立の題目として格上げしたこと。

第三に，題呂「町村ノ事務」においては，町村の役職として「町村長jが掲げられているだ

けだが，題自を「町村役場jとし， r町村町jとともに「その俄の吏員Jを，要目「町
村ノ吏員Jの細巴として加えたことo

第四に，題目「租税jでは「我ガ町村ノ租税jを加えたこと。

第五に，題目「町村ノ財政jの要目「町村ノ財産jを題自に格上げしていること，である。

また，予告閣議会，選挙に関連する事項にも変更がみられるが，文部省が開催した「第二回公民

教育講習会J(1925年7月)および「第三回公民教育講習会J(1930年7月)において，選挙等に
ついて論じたのは内務官僚であり (29) 内務省案がこれらの事項についても触れるものであった

ことは十分に考えられる。

この変更とは， r原案jにおいて f立憲政治Jr閤務大垣枢密顧問Jr帝国議会jの噸で配列さ
れていた題目が， r要蝿Jでは， r立憲政治Jr帝国議会Jr国務大臣，枢密顧問jという配列となっ
たことであるo立憲制と帝国議会の関連づけを強調したものとみることが出来よう。それは，r要
綱Jにおいて「立憲政治jの細目の最後を「与論ト国民Jとしていること， r原案Jにおいて題
目「立憲政治jの細目として設定していた「政党Jを， r要締Jにおいては要自に格上げし，題
呂 f帝国議会jの下に龍いたことからも窺える。なお， r政党jの細目は「政党の意義，政党の
利弊，政党の沿革jのごとくかなり詳細なものとしている。

以上の他，総会における審議終了後，案の整理のため開催した主査委員会において重要な変更

があった。

一つは，由湾義舗が行った「我が国の産業，患家と社会，世界と日本Jの各事項についての提
案に関わるものである。このうち「悶家と社会Jが「原案jに新たに加えられたものであり，審

議の末，題呂を「社会改善Jとし，その内容を f国家と社会，社会改善，社会鴎題Jとすること
に決した。これをうけ「要構jで、は，最終的に題目「社会改善jはその要目を「思鵡問題，社会

問題，社会改善jとした。

もう一つの重要な変更は，深作安文の f人と社会Jについての提案によるもので，審議の末，
f人ト社会Jを「要綱Jの冒頭に加えたことである (30)。
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2.特徴的な内容

概略以上のような変更のなかで，特に特徴的なものとして注目すべきは以下の諸点である。

(1)偲人と社会の関係

木村正義(文部書記官，公民教育調査委員会幹事)の説明(31)によれば，題担「人ト社会Jは「公

民教育の始であると共に又其の究極jであるという。「公民教育の目的は，社会生活を理解せし

め社会的道徳的J培操を陶冶して，其の社会的任務を完ふせしむるに在るjから，人と社会との関

係を先ずは理解すべきだというのである。そして，この点は「従来や》もすれば公民教育を狭義

に法制経済的に解せんとしたる我が闘における公民教育に一大革新を加えたものjであるとして

いた。 f人ト社会Jの内容は，木村の説明を概括すれば，つぎの 4点である。

1.人は狐立して生活できず，必ず共通の目的をもっ諸個人が結合して社会を構成する。

2.その社会とは家族，郷土，国家，世界，学校，組合等である。

3. これらの社会の自的は共存共栄である。

4.人生の意義は共存共栄の埋想の社会を完成することである。

このような内容をもっ「入と社会Jには 1のかぎりにおいては，倒人の独立牲と平等の観念

が含まれているようにもみえる。木村はまた f偶人と社会との関係を明擦に意識Jすることなし

には「到底今日のあらゆる社会問題を解決して，社会の堅実なる発達，文化の進展を来すことは

出来Jないとも述べているが(32) かかる課題に応えるためには， r個人と社会との関係を明擦に
意識jするということのなかに，倒人の独立性と平等の観念にもとづく能動性あるいは主体性が

期待されるであろう o しかし，この観念は一端認めてしまえば既成の秩序に反する方向へ成長し

ないとも限らない。ここに歯止めをかけているのが3と4であった。

これらについて，木村は「人生の目的は，これを偲人的に去へば人格の完成で・あって，これを

社会的に云へば社会の完成である。この両者は事実上一致するjとも表現している (33)。問題は，

この f白的Jをどのように設定し得るかということであった。かかる「白的jは徳自のように抽
象的であってはならないし，かっそれを設定することについて合理的なイメージが得られるよう

なものでなければならなかった。

木村が，かかる要求に芯え得るものとしてかかげたのが， r社会の共通目的jあるいは f安寧
幸捕の要素jであった。これは個人および社会に幸福をもたらす条件であって，主なものは「保

健，衛生，生命財産の保護，教育，交通運輸，慈善救済，神社，宗教，農村並びに都市生活の問

題，思組問題，社会開題等Jであり，この要件を満たすものが「学校，運動場，公闘，工場，郵
便局，鉄道j等の社会的施設であるとされた。これらの社会的施設の「運用に関する知識を鏑j

えることが重視されたのであった(34)。これらはまさに， r要綱Jに示された教科内容の，社会生
活に関する事項のうちの重要な一部分であった。そして，個人の独立性と平等をある程度拡大し，

そのことによって能動性を喚起しながら一定の枠の中に個人を押しとどめておくことを可能とす

る装置でもあった，といえよう。

(2) 地方富治，地方団体

前述のごとく，内務省案を反映したと思われる事項は以下の五点である。
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第一;こ，題目「我ガ町村jの細白中iこ.r現勢jや「沿革jを加えたことo
第二に，題目「町村ノ自治jより「公民Jを独立の題自として格上げしたこと。
第三に，麗白「町村ノ事務jにおいては，町村の役職として「町村長jが掲げられているだ

けだが，題目を「町村役場Jとし.r町村町jとともに「その他の吏員jを，要目 f町
村ノ吏員jの細目として加えたこと。

第四に，題自「租税Jでは「我ガ町村ノ租税jを加えたこと。
第五に，題目「町村ノ財政jの要目「町村ノ財産jそ題自に格上げしていること。

これらのうち，第一は，町村の構成要素を抽象的に把握するのではなく，自らが所属する町村

を具体的に把握させるものである o

第二は.1920年代における「公民権の拡大Jをその背景としている。 1920年3月の市制および
町村制の改正(法律第58号および同第59号)による，市町村公民の資格要件からの直接関税納税

要件の撤廃などの変更について教授することが重視されたのだろう。直接国税納税要件の撤蕗に

より，直接市町村税を負担する者を公民とし，彼らに市町村会議員の選挙権を認めた。その結巣，

公民数すなわち有権者数は5割増加した(35)。また.r要綱J公布とともに文部省督学官の監修の
もとに出版された解説書 f文部省新制定公民科教授要綱解説及資料jは.r公民j中の継目「公
民権の尊重JIこいう公民権を「公務に就く権利Jとし.r正当の理由ないに拘らず名誉職の当選
を辞し，又は其職を退き，若しくは其職務を執行しないときはJ制裁が加えられるものと解説し

ている。「各自の属する自治居体の公務の為に奮励努力し，且其行使を慎重にJすることを求め
たのであった(36)。市町村の財政，行政がより広範な人々によって担われるようになることをね

らったものであった。

第三は，機関委任事務の増大，第一次大戦後の社会政策関連事務(例えば，失業救済，保険衛

都市計画等々)の増大に伴い，町村会の決定した意志を執行する機関たる町村長の補助機関

である「町村ノ吏員J(助役，収入役，区長，委員，書記等)の役割が重くなったことを背最と

していると思われる。 f文部省新制定公民科教授要綱解説及資料jで、は，町村事務の能率化を重

視し，町村吏員の，費任の自覚を高調し，町村民に対しては「自己の自治体の為め努力する吏員

に対して敬意を表するjことに加え.r其事務の停滞せざる様各自に於て注意し，進んでは執務
を援助するの心掛Jを求めている (37)。

第四と第五には.r原案jをさらに詳細にしたという以上の意味があったと思われる。この点
の環解に関わって，文部省主催「第三回公民教育講習会J(1930年)において内務官僚が行った「地

方自治Jというテーマの講演が重要である。それによれば，地方団体は構成分子の最大多数の最
大幸福を目標とするのであり，そのために穏々の科書の調整を行うということがその機能である

と把握しており，このような把握に基づいて地方団体の設置を必要とする三つの理由そ示してい

るo それらは以下のようであるO

1.国家は上記の機能を果たすには広すぎる。

2.地方の利害は地方で講整すべきであり，地方の社会生活に必要な施設の経営は地方で

行ったほうがよい。

3. ある地方のみに必要な施設の費用はその地方でまかなうのが正義の観念に適合する。
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さらに， r立憲政治の訓練の為に自治制を布いたというのは一つの動機で‘あjり，この三つに
こそ自治制の存在する根本の理由があるとした。以上は，当時の内務省の「自治権拡張J政策の
一側閣をよく表示している。「社会連帯生活の一つの様式jとしての自治問体という規定に，そ

れが端的に示されている(38)。

第二次大戦敗戦前の!日地方制度は「中央政府の末端機構であり，中央政府の従属物たる性格j

が強い(39)といった指摘は基本的に正しいと，思われるが， r要縄jが制定された1920年代において
は，社会領域の拡大とそれに伴う新しい簡題に対応するために地方制度の一定の見寵しも指向さ

れていたことも事実であり，そのイデオロギ一語での実現が「要綱jにおいて期待されていたの

である。

(3) 政党および選挙

f原案Jの題自「帝国議会jには，政党に関する事項が含まれておらず，題目「立憲政治jの

要目「立憲政治ト盟民jの一細目として合まれていたに過ぎなかった。しかし， r要綱jにおい
ては，題呂 f帝国議会jの要自に f政党jをかかげ，その細目を f政党ノ意義，政党ノ示j弊，政

党ノ沿革jとして，帝国議会と政党の関係を強調し，かつ，政党に関する内容をより詳細に設定

している。政党による世論の f反映jによって，帝閣議会の国家意志決定機関としての正当性を

強化しようという意図があったと見てよいだろう。

ここでは， r政党の利弊Jという事項が含まれていることが特に重要である。政党の「弊jと
して特に開題とされたのは，選挙における不正腐敢についてである。岡篤朗(文部省実業補習教

育主事)はこの点について，来るべき普通選挙制度の制定と関連させ， r..・H ・選挙有権者が多数
に激増すれば，Jr闇民の間に行われた従来の選挙の度毎に耳にする，選挙権者を手IJ権を以って誘
惑したり，或は，縮刷iこ訪問したり，乃至，情実を以て泣き付くやうな運動が出来なくなり，所

謂過去に於ける政界は勿論，選挙の度毎に行はれた選挙界多年の宿弊をも廓清するのに大なる可

能性を有するjと述べた(40)。このような，普通選挙による有権者の増大から選挙腐敗の根絶を

演緯するという発想は，有権者の域大による無産政党の進出を恐れての予防的措置として公民教

育をとらえるような見方とは異質のものである(41)。

「公民教育調査委員会jの審議が行なわれていたのは，普通選挙の実施が現実味を帯びてきた

時期であった。 1923年9月に発足した山本権兵衛内閣は，新しい治安立法と共に普選実施を方針

として統治政策の再編成を構想していた。前掲 f文部省新制定公民科教授要網解説及資料』にお

いては， r選挙jの解説の冒頭は f普通選挙と制限選挙Jとなっており，そこには「今や我聞論
は普通選挙制を採用せんとしているから，近く実施さる〉こと、思われる。(42)Jと述べられてい

る。また，木村正義(文部書記官)は， 1922年長野県における公民科に関する講演で「今や我国

は世界の五大国三大強国のーに列したと称しながら，ヨーロッパの三等罷すら実施せる普通選挙

さえ行われない実況である(43)Jと述べており，そこにはある種のあせりのようなものすら感じ

られる。木村は不可避の世界史的湾流として普選実施をとらえていたのである。

こうしてみると， r要鱗jにおける「政党Jの設定は，積極的な普選実施による，政党内閣安
軸とした統治体制の再編を麗望してのものと考えられる。このような構想は明らかに国家全体を

見渡す官僚のものであった。
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(4) 思想問題，社会問題

これらは， I公民教育調査委員会Jの審議をうけ「要綱jにおいて新たに設定されたものである。

題目を「社会改善Jとし，その要目を「思想問題，社会問題，社会改善Jとした。「公民教育調
査委員会jにおける当該題自に関する提案者であった田湾義鋪(協調会理事)は， I社会改善jを，

「公民教育の結論とも云うべきものJと位罷づけて緩めて重視した。以下，田津の文部省主催「第
一回公民教育講習会J(1924年)における講演からその特徴を見て行きたい。

思想問題に関して特徴的なのは，社会主義の取扱いである。田湾は，社会主義を危険なものと

穏健なものとに区崩する。例えば，能者はロシアの社会主義であり，後者はイギリスの社会主義

である。両者は階級闘争の戦術として革命を主張するか否かによって区別される。これらを区別

せずに全否定的に教授すると，生徒が反感を抱く恐れがあるから，正当に教えなければならない

というのである。

社会問題に関しては，特に労働問題について雷及している。産業の発達と共に労働者階級が増

大し，社会運動，階級運動が勃興する。労働者階級が発生したのは，近代的産業組織を輸入した

当然の結果であり，これは f進化の理法から当然の現象であるjとされる。社会運動それ自身本

質としては決して罪悪ではなく，むしろ，道徳的性質を持つ。しかし，これには自ずから限界が

ありそれから脱却すれば非常に危険なものとなる。その限界とは，革命による階級闘争の主義，

また，生産の萎縮を来すがごとき運動はよろしくない，というものであった。

自湾は，以上のような，思想問題，社会問題に関する教授を基礎に， I我々が人生に処して完

成の途に向って進む為には社会改善に向って努力する外に行き方はないんだJということを力説
すべきと結論し，その方法として，社会政策，社会事業をかかげ解説を行っている(44)。

次重量で触れるように，実業補習学校教員養成所における公民科関連の学科目設鷺状況をみれば，

このような科目(社会学，思想問題)の設定が広範に党られ，公民科の内容としての位鷺の重さ

がうかがわれる。

(5) 世界と日本

「要縄jの最後の盟関が， r世界と日本jとなっていることを，第一次世界大戦後の国際連盟
の成立や，世界的なデモクラシーの高揚等を反映したものであるとの解釈がこれまでなされてき

たが(45) 先述した田津の文部省主催第一回公民教育講習会における講演によれば，そのような

解釈は妥当ではない。出潔の状況把握は，世界大戦後「同家に対する疑惑Jが濃厚となり，それ
ゆえに生じてきた革命主義，無政府主義にたいしてどう対処するかということが，現時の最重要

な課題であるというものであった。かかる状況下で求められるのは f道徳国家jの建設であり，

f道徳層家Jとは，支配欲や経済欲によって成り立つのではなく，徳によって成り立つ調家のこ
とであるという。

出津によれば，この「道徳国家jに最もふさわしい偲性，すなわち国民性と国体を臼本はもっ

ている。日本の関体の特徴は「万世一系jということであるが，それは結果であって， I万世一系j

という結巣をもたらした原鴎こそが国民精神の本質である。このことを国津は天岩戸の神話を持

ち出して説明する。すなわち.r素譲鳴尊が奴国から攻め寄せて高天原を非常な脅威に陥らしめた。

其持天熊太神は自ら位iこ在っては盟民を苦しましめるものであるからと云って退位せられたJ，

そして神々は相談の結果， I皆天照太神に付いてしまった，部ち素謹鳴尊が大なる力を以て押し

寄せて来た時に我々の担先はいしくも力を斥けて徳に付いた。議に於て素謹鳴尊は今迄自分の力
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には何者も反抗しなかった其武勇絶倫なる力を以て攻め寄せて見ると国民は自分の力に付かずし

て一女性である天照太神に付いた，そこで非常に驚いて遂に自分も天照太神に従うようになっ

たJoi此時に我々の祖先が力に付かずして徳に付いたと云う所に実に権力国家を斥けて道徳国家
の根本を定められたjとする。

さらに，その道徳間家の中心は皇室で、あると位置づけられる o i藤原氏，清盛，義時，足利氏

等の横暴jにみられるように.i歴代武門権臣の輩jによって皇室の統治権は時に競摘された。

しかしそれでも尚万世一系である日本の皇室には統治権以外になにものかが存している。それは，

皇室は道徳国家の中心で、あり，富民道徳の中心であるという点であり.iこの一点だけは天照太

神以来持ものもどうすることも出来なかったjのであり.i是が万世一系を維持している所以」

であるという。

以上のような臼本の f個性Jこそ，現在において人類が要求しているものなのであり，それゆ

え.i日本が人類文化のよに議さなければならぬ舞台が世界の文化史の上に開けて来た，世界の

文化史は臼本を要求して居る時が今こそ来れりJという認識にいたる。しかも，日本は歴史上外
摺と戦争した度数の少ない闘であり，豊臣秀吉の「朝鮮征伐」を例外として他国民を征服したこ

とはなく，日本ほど平和を愛好する国はないのであって，日本の人類文化史上への貢献はこのこ

とからも期待されるものとしている。

しかし，田淳は「臼本を軍国主義の外国の脅威から擁護する為jの必要という論理により，箪

舗を否定してはいない。ここにいたって，田津の説明は次のように結論づけられる。すなわち，

f園前の為の戦ならば国民の血の最後の一滴迄も戦わなければならぬ。世界人類の文化の進展の

為に我々民族が負うて居る所の藁大なる光栄ある使命の為に戦う必要があるならば遺憾ながらや

むを得ず国民の血の最後の一滴迄も，戦わなければならぬ。併しながら我々は先づ国家に対して

一貫したる命を棄て、もと云う正しい信念の下に其富家の為につくすと同時に人類文化の上に貢

献する，患が公民教育の最後の帰着点であらうと思うのであります(傍点は由津)Jと(46)。

これまでにみたように，日本は「道徳留家Jとしての資質を他盟に痩越して持っており，それ

ゆえに，第一次世界大戦後において「潤家に対する蟻感Jが濃厚となって生じてきた革命主義，

無政府主義への対処において，日本は世界のリーダーたり得るし，また，そうあらねばならない

ということが，世界における日本の位置と使命に関する中心的拘容で‘あった。しかも，それは神

話によって根拠づけられたものであり，日本の使命を果たす上で必要ならば国民の鼠の最後の一

滴まで戦うことすら要求するというものでもあった。

N.実業補習学校教員養成所における公民科関連学科自

1.設寵状況

文部省は1920年の実業補習学校規程改正に伴い，同年，実業補習学校教員の養成のため.i実

業補習学校教員養成所令jおよび「実業構習学校教員養成所令施行規則jを制定し実業補習学校

教員養成所を創設した。

「実業補習学校教員養成所令施行規尉Jは，第2条において実業補習学校教員養成所における
学科目を， i実業補習学校教員養成所ノ学科目ハ修身，教育，法制，経済並実業ニ関スル学科目

及実習トス，但シ女子ニ付テハ家事裁縫ヲ加へ法制，経済ハ之ヲ欠クコトヲ得Jと定めた。実業
補習学校公民科に関連する学科目としては，法制，経済がある。さらに，これらの学科自の外に

f国語，数学，外冨諾，簿記，社会学大意，其他必要ナjレ学科目ヲ加設スjレコトヲ得jと定めて
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おり (47) 実業補習学校公民科に関連する加設学科目として社会学大意等を設置可能としていた。

では実際に，実業補習学校教員養成所において，公民科の教科内容に関してどのような学科目

が設費されていたのだろうか。〈表4>r道府県立実業補習学校教員養成所における公民科関連学
科目および学科課穂の変遷Jに， 1935年の青年学校教員養成所への改組(48)にいたるまで、の，北

海道および各府県の実業補習学校教員養成所における公民科関連学科目の設壁状況を示す。

なお，本表の作成にあたっては，盟立公文書館所蔵文部省文書『青年学校教員養成所学問J(全

9冊)および『青年学校教員養成所設置廃止位寵改称J(全6冊)を基本資料とした。これらの
簿冊は，北海道および各府県立実業補習学校教員養成所 (1935年以降は青年学校教員養成所)の

設題および廃止申請，学則改正申請からなっている。それらには改正に伴う新|自の学期が添付さ

れており，設置学科目およびその学科諜程と，それらの変遷を知ることができる。本資料で不明

の部分の一部は，長野県教育史刊行会『長野県教育史第三巻総説編三J(1983年)， r陪第十四
巻史料編八J(1979年)，および，栃木県教育史嬬纂会編『栃木県教育史第四巻j(1958年)を参

照し，補充した。

学科目の変更は実線により表示する。変更の時期が未確認の場合は破線により表示する。本表

中で， r設置Jと記したのは， r実業補習学校教員養成所令jおよび「実業補習学校教員養成所令
施仔規則Jに基づく設置を示す。道府県によっては，それ以前に独自に実業補晋学校教員の養成
機関を設置していたところもある。「修身及公民科Jと表示したのは，青年学校令に規定された

学科目である。

各学科目名はく公民〉のごとく示した。さらに，上記学科目名に続けて「学科課程Jを示した。
また，週あたりの教授時数を各学科目名および「学科課程Jの末尾に(2)のごとく示した。
〈表4>より，次のことが明かである。
第一に，独立の教科として公民剥を設置していたのは38燥で，全体の8舗を占める。その設置

時期は「実業補習学校公民科教授要綱J公布時(1924年)と中等学校における公民科特設時 (1930，

1931年)に集中している o 公認科の f学科課程jをみると， r法制j，r経済j，r社会学j等の領
域別に設定しているのが23祭あり，公民科設置38府県中の約6割となっている。その他の約4割

は「公民生活に関する事項」というような，領域別ではなく「要繊Jの構成に準拠したものとなっ
ている Oなお，公民科設置以前に設置されていた実業補習学校公民科に関連する学科目は，r法制j，
「経済j，r社会学J等が大半を高めていた。
第二に，公民科の学科課程中に， r社会学Jや「社会開題jを設罷していた例が多いことである。
このような例は公民科設置38府県中その7割を占める23府県にみられる。また，公民科非設置の

場合でも， 10の道および県が独立した学科目として「社会学Jや「社会問題jを設寵していた。

学科屈として，あるいは学科課程の一部として f社会学j，r社会問題Jを設置したことがあるの
は， 33道府県で全闘の約7割を占めていた。

以上のことは， r要綱Jが新たに社会に関する内容を含んで構成されていたことを如実に反映
している O
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「道府緊立実業補習学校教員養成所における公民科関連学科尽およひψ学科課程の変遷」

1921年 22 23 24 25 26 27 28 29 30 31 32 33 34 35 36 37 38 39 40 

修業主手~.ln 年 修業年限2年 「修身及

〈法制〉法制一斑，農業法規(2) (修身及公民科〉 公民科j

〈経済〉経済一五!I，農業経済(2) 1年.遂徳の原理，社会

北海道 設霞
〈社会学〉社会学の大要(1) 生活上の原理，教育者心

得(2)

2年.留民道徳、と倫理学

現代思想批判，膏年学校

修身及公民科(2)

修業年限1年 修業王手阪2年

設護主 〈公民〉法制， 〈公民科〉 「修身及公民科J
青森 経済，地方自治， 1年 法相j上，経済上，干士会上の

社会生活に穏す 事項 (2) 

る事項(3) 2年.向上 (2) 

岩手
設鷺 (公民〉法慰j経済，地方§治，社会学，社会問題(2)

修業年五良1年 修業主F~艮 2 王手 修業年線2年 修業年限2年

〈公民〉公民心得(法制j経済文化史等)(2) (公民〉 〈修身及公民〉 「修身及公民科j

1年.法斜，経 1 "F.道徳の要旨(国史

済，社会学 (3) -国民道徳・倫理学・教

2年.地方自治， 郎心得・作法等を会得せ

社会跨題 (3) しむること)(1)/公民心

秋田 設霞 得(政治・経済・社会j二

の事象を明らかにし国家

社会人としての自覚意識

を昂むること)(2) 

2年.道徳、の要旨(向上)

(1ν公民心得(向上)(3) 
e修業年限1年 修業年限2年 修業年j浪2年

〈修身及公民科〉自立民道徳の要領， 〈公民科〉 「修身及公民科j

宮城 設苦霊 自治制大意，農業法規，農業経済， 1年.法昔日上，経済上，社会上の事演(2)

社会学大意(5) 2年.向上(2)

〈表4)



1921年 22 23 24 25 26 27 28 29 30 31 32 33 34 35 36 37 38 39 40 

修業年限1年 修業年限2年 「修身及公民科j

山形 設震
〈公民〉 (公民〉

前鶏 社会生活に関する事項(3) 1年.前期法制iJ，経済(2)，後期向上(3)

;後期向上(4) 2年.前期法制IJ，経済(3) 後期向上(3)

修業年限 1年 修業年波2年

〈法制及経済〉法昔話経済の大要 (2) 〈公民〉公民生活に関する事項 (農業学校は 5，師範・中学卒は 3) 〈公民〉

福島 設霊童 1王手.公民生活に関する

※〈修身〉の内容として，社会学 事演(2)

大意が含まれている。 2年.向上(2)

修業年限1年 修業年j茨2年

〈法制経済〉行政学大主主，地方自 〈公民〉干士会生活に関する導主演 (3) 〈公民科〉 「修身及公民科J

新潟 設置
治民育委義，民法大意，経済政策 I年.法書1]，経済，社会，財政，教授法(2)

(2) 2年.向上(2)

来季}外として(社会学〉社会学(不

定期)がある。

修業主手段1年 修業年i褒2年
(法鍛~)法制大意，農業法規(2) 〈公民科〉公民教育，公民科の教 〈公民科〉左と 「修身及公民事tJ

(経済〉経済大要，農業経済(2) 授および公民語11練(3) 同様(2) 他に(社会学) 2年“社会学原論，

茨城 設置
〈農業法総〉農業法規の大婆 (1) 〈農業法曜日農業 農村社会学(2)

〈農業経済〉農業経済の大要 (1) 経済〉農業経済， ※なお， <社会学〉の内容は， 1941 

農業経営，農業 年より以下のように変わった。

法規，産業組合 1年.社会学原論(1)

(3) 2王手.農村社会学(1)

修業年限1年 修業年限2年

〈法銅j経済〉法斜，経済及農業経済(4) 〈公民〉公法・私法(2ν経 〈公民) f修身及公民科J

栃木 設護主
i節目/地方自治(1)/社会学 1年“法制，絞i斉(3)
(1) 2年.農業経済，社会学，地方自治(3)

〈農業経済)農業経iif(1)/

農業経営農政(1)

修業年波2王手

(法制及経済〉 f修身及公民科j
群馬 設霞 1年.法制i一斑，経済学大主主(2)

2年.向上(1)

〈社会学) 2年時のみ 社会学大意(?) 
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1921年 22 23 24 25 26 27 28 29 30 31 32 33 34 35 36 37 38 39 40 

修業年波 1:iF
※3学鰐帝IJ 〈法制>(1) 〈法制経済>(3) 「修身及公民科j

千葉 設霞 〈法制U> 2学英語 (経済>(2) 
のみ(2)

〈経済>(2) 

修業年限 1年 修業年線2王手

〈法制I]}法制，農業法規 〈公民)社会生活に関する事項(5) (公民科〉 「修身及公民科J
埼玉 設置 (2) 1王手.公誌の大聖書，教材教授法の

〈経済〉農業経済，普通 研究(2)

経済原論(2) 2年，向上(2)

修業年限2年 「修身及公民科j

東京 設霞
〈公民〉

1年.公民生活に隠する事項(2)

2年.向上(2)

修業年五ru年 修業年限2年

〈法制経済>(?) 〈法制経済}(?) 〈社会学〉社会学 〈法帯1J及経淡〉 「修身及公民科」

(社会学>(?) 大意，社会事業 1年.法制j経済の一斑(2)

の一波(2) 2年.向上公民科教授法(2)

神奈川 設費
〈法制〉法制一斑 〈社会学〉

(3) 1年社会学大意(1)

(農政及経済〉農 2年向上 (1) 

村及農家，経済

事情，農村事時

問題(2)

修業主手限 1王手

毒事 潟 設霞 〈法制，経済及公民>(8) f修身及公民科j
〈農業経済>(2) 

設置? 修業年限 1年 修業年限2年

(公民科〉社会生活に告書する事項 (公民科〉 (公民科〉 「修身及公民科J
(2) 1年.公民生活 1年.公民生活iこ関する 他に(農林法規及経済)

(法規及経済〉農業法規，林業法規， に関する事項(2) 事項(2) 1年.農業経営(1)

農業経営，農業簿記，農政(2) 2年.向上，社 2年.向上，社会学(2) 2年.農業政策，農林法規(1)

tIJ梨 会学(2) 〈法制i及経済〉
〈法士主及経済〉 1空手.農業経営，農業簿

1王手.農業経営， 言己(1)



1921年 22 23 24 25 26 27 28 29 30 31 32 33 34 35 36 37 38 39 40 

農業簿記(1) 2年.農業法規，林業法

2年.農業法裁， 士電， 農政学(1)

林業法規，農政

学(2)

修業年奴 1年 修業年限2年 一昔s.二部制となる。
〈社会学〉社会大 〈法制経済〉 〈法措1]経済) 一部 「修身及公民科j

主主(2) 1年.法制経済一五圧(3) 1年.法制i経済一斑(3) 〈修身，法制，経済〉
(法制〉 2年.農政，農業法規， 2年.農政，農業経済， I 年.~民遂徳，公民生活ノ婆鎮，法制j経済一斑(3)

1学芸s ?(2) 農業経済，黄色方自治(3) 地方自治，農業法規(3) 2年.倫理学及倫理学史，法制i経済一斑(3)
2学期法学通 〈社会学〉 (干士会学〉 〈社会学〉

論(1) 2年.社会学大意，社会 2年.社会学，社会教育 2年.社会学原理，農村問題(2)

3学期地方自 教育，干士会事業 (3) (2) 二部

治お1](2) (修身，法制，経済〉

長野 設霊堂 〈経済〉 1年.留民道徳，公民生活ノ要領，法制経済一斑(5)

1学期農業経 2年.倫理学及倫理学史，東洋遂徳，法制j経済一斑(5)

済(2) 〈干士会学〉

2学期貌近緩 1年.社会学原理(2)

済学受(2) 2年.社会問題，社会事業，社会教育(2)

3学期同上(2)

※第一部の入学資格は，尋常小学校卒業程度を入学資格とする修業年

線 5年以上の笑業学校，またはこれも向程度の学校を卒業したもの。

第二部の入学資格は中学校卒業者，または小学校本科正教員の免許状

所手王者。

修業年限2年

〈公民) (公民) (公民〉 「修身及公民科j

1年ー法告IJ.絞済，公民 1王手.公民科の大婆，法制経済(3)
L 富山 設置

科教授要項(4) 2王手.社会学大主主財政学(3) ~ ~年明の大要ωi
2年.社会学，社会文化 2年.r司上(2)
史(4)

修業年波 1年 修業年限2年

右 )11 設霞
〈修身法務j及経済〉道徳、の要領，法制，経済(2) (修身公民〉 r11彦身及公民科j

1年 自立民道徳要旨，公民(2)

2年向上(2)

福井 設鐙l I r修身及公民科j

叫
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修業主手段1年

(法制及経済〉法制i一波及地方自治市1JJ3!:，
綬済及農業経済(4)

39 

一部二部制廃止

修業年波2年

f修身及公民科j

38 37 36 35 34 33 32 

修業年線

一部

〈公民〉

1年“法学大意，地方自治，経済(6)

2年.農村社会学，農林法規(3)

二部

〈公民〉農林法規，地方自治，農村社会学(3)

31 30 

一苦s2年，二部1年

29 28 27 26 25 24 23 22 1921年

※一部入学資格は，中卒，農業学校(毒事ノj、卒後5年)卒。

二部入学資格は，師範卒後 1年以上教事誌にあった者，小学校本科iE教員免許所持者お

よびこれに準ずる者。

設護主岐 E事

崎
沖
城
山
判
時
明
言
咽
刷

「修身及公民科J〈公民〉

l年.法語1]，経痢3)

2年農業政策，農村社会学，農業法規

1・2学期(4)

修業年 i修業年限2年， 3学期斜
線1年 1(法制j経済〉

〈法制 11年.法学通論，経済学(4) : 1年.法制経済(3)

及経済>12王手.農業法規，農業経済，農業 2年.農業政策，社会学，公民教

農業法 i簿記 1・2学期(5)， 3学期(4) 授法 1・2学期(4)
幾及英 i※なお， <教育〉の 2学年の内容;
飽一般 iとして，社会学大意がある。
法制(1)

: <公民〉

愛知 i設震

液
晶

N
d

農業経

済及其

他一般

i鰍幻

「修身及公民科j

1学期(2)， 2学期(2)， 3学期(2)

I学期(1ν社会学 l学期(1)， 2学期(2ν社会問題

修業年限2年

(公民)

1年.法制緩i斉
2年.地方自治

修業年波1年

〈公民〉法制経済 1学

期(2)， 2学期(1)/;地方自

治 1学鶏(2)， 2学鶏(1)，

3学期(1)/社会学・社会

問題 1学期(2)、3学裁は)

修業年

設霊童-重
3学英語(2)

「修身及公民科J〈公民科〉

1年.法制経済，農村社

修業年限 1年

(法制経済〉法制・経i斉(511浪2年 1<公民)

1年.社会生協こ関する事項け(公民>I 1年.法制経i斉(農学校卒3) (その他の者3)
(農学校卒3)(その他の者3)I I I I 2年.農業政策，社会学(農学校卒3) (その他の者 1) 
2年.向上(農学校卒 4) r十一
(その他の者 1) 

会学(2)

2年向上(2)

滋賀 i設置
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1921年 22 23 24 25 26 27 28 29 30 31 32 33 34 35 36 37 38 39 40 

修業年限 1王手 修業年限2王手

京都 設置
〈社会学大意〉社会生活に関する (公民〉 「修身及公民科j

事項(2) 1年.法制，経済(3)

〈法制経済〉法制緩済の大婆(5) 2年.法制，経済，社会学(5)

:修業王手短1年 修業年限 2年

設置 〈法制経済〉法学通論，地方制度 〈法制i経済)法学通論，地方制度 〈公民〉法制j (公民〉 f修身及公民科J
奈良 及関係法規，農業法規，農業経済， 及関係法幾，農業法規，農業経済， 経済，地方自治， 1年.政治経済，地方自治，農村社会学，

農業簿記(4) 農業簿記(5) 社会学，干士会開 社会問題(3)

〈干士会学〉社会学大意(1) 〈干士会〉社会問題，社会学大意、(1) 議(5) 2年.同上(3)

修業年娘 1年 修業年限2年 修業年波1年 修業年限2年

〈法制〉公法，私法，一般(6) 〈公民〉 〈公民〉 (修身公民〉農村問題， (公民科〉 「修身及公民科J

和歌山 設5霊
〈経済〉経済原論大婆，農政学(4) l年.キ士会主主活 1王手.法学通論，帝国憲法，経済 地方自治，農業経済，農 I年.公民の心得(2)

〈社会学〉社会学大意(2) の事項(7) 学(3) 業政策及法規(2) 2年.社会学，農業経済

2年.河上(7) 21f!.民法，地方自治制度，社会 (2) 

学(3)

設置 修業年

1年.法学通論，行政法大 限2年 〈公民〉 (公民〉 f修身及公民科j

意(4)/経済学(2)/農業経済学 (公民〉 1年.法学環論(2)/経済 1年.法学i選論，経済学(3)
大阪 (2) r- 学(2) 2王手.地方制度，農業法規，農業政策(2)

2年.地方自治制度(2)/財 2年.地方自治樹i度(1)/
政学(2)/農業政策(2ν農業関 財政学(2)/農業関係法規
係法規(2)

(1ν農業政策(1)

修業年奴1年 修業年限2年

〈公民〉悶家及 〈修身及公民科〉 「修身及公民科J

兵庫 設置
社会生活に関す 1王手.道徳、の原理，歯民遂徳と倫理学，図

る事項，農村の 家及宇士会主主t君原理，本科教授法(3)
組織及運営に関 2年.向上，現代思想、批判，教師心得(3)

I する事項(4)

修業年波 1年 修業年限2年

公民科書母速なし 〈公民〉 〈公民〉法制，経済，地方自治，社会学(5) 〈公民〉 f修身及公民科J
社会政 1年.法意IJ.経済，社会学の一斑

鳥取 設置 治経済 (4) 

に関す 2年.地方自治，公民教材の解説

る毒事項 及主主の取扱方(3)

(4) 
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1921年 22 23 24 25 26 27 28 29 30 31 32 33 34 35 36 37 38 39 40 

修業年限 1年 修業年限2年

〈公民)法制，経 (公災科〉 f修身及公民科J
i斉，地方Eli吉(4) I年.政治上，
(農村社会学〉 経済上，社会上

島桜 設震
農業社会学大主主 の事項(2)

(1) 2王手. 向上の外

教材の研究(2)

(社会学〉

2年司農村社会

学(1)

修業年限1年 修業年波2年

〈法嗣ij)法制i一般，農業 〈公民〉法制経済並に社会主主t舌に関する事項(6) 〈公民科〉 f修身及公民科j

凋 UJ 設護主
法規(2) 1年.法制l経済並に干士会主主治に関する事演
(経済〉経済一級，農業 (3) 

経済(2) 2年.向上(3)

〈社会学)社会学の大要(2)

修業年限1年 修業年i浪2年
〈教育〉の内幸子中に公民教育がある。 (公民手j-) f修身及公民科j

1年.法制，経済，社会学(4)

広島 設援

2年.公民科教材の解説と其紋扱

方(3)

※なお. (教育)の 1年の内容中

に公民教管がある。

修業年限 1王手 修業年ß~2年

〈法制)一般法制iの大要，農業法規(2) (法総及経済) 〈公民科〉 〈公民科〉 「修身及公民終j

〈経済)一般経済の大要，農業経澱2) 1年.公法及私法，経済 l年.既習知識の義理及 ※実業

※1929年改正の学郊による。 原論，農業経済(3) 補充産業補湾学校諸教 補習学

2年.向上(3) 科医中の公民科教材の研 校が脊

UJ 口 設置 究(2) 年学校

2年.政治生活に関する に変更

問題，綬済生活に関する となっ

問題，社会生活に関する た他は

問題(2) tr.とj可

様。



1921年 22 23 24 25 26 27 28 29 30 31 32 33 34 35 36 37 38 3宮 40 

修業年限1年 一部，二部設置，一部は修業主手段2年，二部は修業年限1年

〈公民〉社会主主 一部 二部 f修身及公民科J
香川 設置 1香に関する事演 (公民〉 〈公民〉法制j経済，公民科要項教授 他にく哲学概論及社会学〉

(5) 1年.法事IJ経猟2) (2) I年.社会学一斑(1)

2年.農業政策，社会学(2) 2 iJo.哲学概論(1)

修業年五毘2年

愛媛 設設
〈公民〉 f修身及公民科」
1年.法制i経済(4)
2年，社会学，公民教授法(3)

修業年限1年 修業王手段2年

〈法制経済〉法制j一斑，地方自治総並差是政，経済一斑，農業経済(3) 〈公民〉

徳島 設霊堂 1年.公法，私法，経済(3)

2年.向上(3)

※1941年より「修身及公民科jとなる。

修業主手線l年 修業年娘2年

高知 設5霊
〈法制経済>(4) 〈社会学> 2王手.社会学概論(1) 「修身及公民科j

〈公民> 2年“公法，私法，経済学(3) 他に〈社会学> 2年.社会

学概論(1)

修業年銀 1年 修業年

〈法権日経済)法悦一斑，地方自治 限 2年 〈公民〉 f修身及公民科J
制並農政大意，経済一五[，差是政経 〈公民) 1 iJo.公法及私法，絞j斉一斑，農業経済大意、(3)

福岡 設霊堂 済大窓(2) 2年.私法及公法，差是政，農業経営法(6)

n~年公法及私法一一城(3)
2年.私法及公法，差是政，農業経営法(4)

:修業主手段2iJo

(修身及公民〉 f修身及公民科J
1年.図民道徳及公民(1)

大分 設鐙 2年.向上(1)

(i去最IJ経済〉

l王手.E走法， 自治制，行政，憲法， jflJ法(2)
2王手.経済，社会学(1)
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女子部設霞

(公民男子(修業年目畏

1吉年.法制大意，経済及 I2年)
財政，社会学及哲学大意，1<公民科〉

社会改養(4) I 1年.法昔話j大意，
2年.河上(5) 経済及財政，校

会学(4)

2年.向上(3)

女子(修業年限

1年)

(公民科〉社会

生活に隠する事

項(2)

同
∞
ふ

40 39 

女子も修業年限2年

「修身及公民科J

27 

(公民): 

: <公民〉

年.法露日経済及財政，干士会学大意， '1雪学

;概説(5)

2年.向上(5)

I 1年.
i社会H
I 2年.

38 37 36 35 34 33 32 31 30 29 28 26 

修業年限2苦手

〈法制i経済〉
1年.法制j経済(2)

2年.農業簿記，農業法規，農業経済，法

号越(3)

25 24 23 22 1921年

意大学A
E
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修業年限2年

学科目，内容，時数共男女

共遂に

「修身及公民科」

他に〈社会学〉農村社会学

2年(1)

女子部設霊堂

男子 : ~芳子

〈公民〉法制， 1・2学期(2)/経済， 1・2: <公民〉法制経済，地方自治，社

学期(1ν地方自治， 1学期(2ν社会学史・役:会学，宇士会史 1学期(7)， 2学綴

会史， 1学期(1)， 2学期(2) : (5) 

女子 i女子
〈公民〉社会生活に鑓する事境， 1学期(3)，: <公民〉社会生活に関する事項

2学期(3) : 1学期(3)，2学期(3)

修業年限1年

〈法制〉憲法大意，:<公民〉法制，

地方自治民法大 1 • 2学期(2)/

意，農業法規(1):経済， 1学期(1)

〈経済〉緩済学:/地方自治， 1 

原理，農業政策':学期(2ν社会学，

農業経済の理論:2学務(2)/社会

及実際(2) 湾題(?)/文化

〈社会〉社会学 i史， 2学英語(1)
大要並に社会開 i※ 2学綴制
題，文化史(2)

設置鹿児島

〈公民 Ir修身及公民科j
l年.公民教脊の概論，国家に関

する事項，府県及町村に箆する事

演，家に関する事項，経済財政に

演する毒事項，農業諮問体に関する

事項，衛生に関する事項，社会に

関する事項(3)

2年.向上(3)/公民科に関する識

変研究(随時)

修業年限2年

〈公民)

1年.公民教育の概論，

国家』こ告書する事項，府県

及町村に関する事項，家

に関する事項，経済財政

に関する事項，社会に関

する事項(6)

2年.向上(3)/公民科に

関する務査研究(随時)

修業王手際1若手

〈法嗣11)法鋭及公民教育， 1学(4)，2学期(4)

〈経済〉経済及農業経済， 1学類(4)，2学期(3)

〈社会学〉社会学及農村社会学， 1学甥(2)， 2学期(2)

※2学期務i

設震本費E



1921年 22 23 24 25 26 27 28 29 30 31 32 33 34 35 36 37 38 39 40 

〈農村社会学〉

1年.農村の要素，農村

の識変，農村社会の運営

(1) 

修業年限1年 修業年線2年

佐賀 設置
(公民〉社会生活に関する事項(5) 〈公民科〉 「修身及公民科J

1王手. 法学大主主，綬済学(2)

2年.地方自治，農村社会学(3)

修業年銀 1年

(法嗣j経済教脊>(3) 〈法制経済教育) 〈法制及経済〉 (公民〉法制経i斉，地方自治，社会学(3) f修身及公民科J
(4) 法学通論，農業

長崎 設置 法規，経i斉涼論， ※1931年より修業年限2年となる。学科課程に変更があった
農業経済(4) かどうかは不明。

〈社会学〉社会

学大要(1)

修業王手線1年 修業年限2年

(公民科〉公民 f修身及公民科j
の心得，地方自 ※内容は文部省の幾定と異なり，以

沖縄 設鐙
治，農村問題(2) 下のようになっている。

1年.国民道徳，倫理哲学一般，教

主主心得，公民心得，地方自治，農村

問題(3)

2年.河上(3)
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188 教育学部紀要第62号

2. r社会学jについて
上述のごとく，全国の約 7割の実業補習学校教員養成所において設霞していた社会学に関して，

文部省は次のような役離を期待していた。

山崎達之輔(文部省実業学務局長)は f実業学校を出た者には修身，教育，それを実業及び法

制経済と云うような，所謂公民的教育を課し得る素養を造ると云うような学科に特にカをいれる。

又師範学校を出た者に対しては，教育と云うようなものは幾らか之を省いて，そうして是には職

業教育及法制経済，場合に依っては社会学の大意と云うようなものを加えて，農村指導者として，

農村の経営或は農村補習学校の経営と云うような考を革まった人を養成して参りたい(49)Jと述べ
た。すなわち，社会学は農村指導者の教養として農村経営・農村補習学校経営に役立つべきもの

とされた。

また，社会学と公民科との関係について，問篤朗(文部省実業補習教育主事)は「公民科の教

授は，最も，之に重きを寵き，従来の法制経済，社会学の如きものを包括して，公民科として，

一科を設け，蕊に於て，農業科に於て教授する経済を，最も実際的に教授し，市も，経済学と，

社会学，衛生大意，公民心得教授法等を，適切に授けて，公民教育に必要なる知識を授けるよう

にしなければならぬ(50)Jとし，社会学を法制経済とともに公民科の中に包括されるべきものと

解説した。

このような文部省の社会学への期待，社会学の公民科中の不可欠の要義としての位置づけによ

り， r加設学科目Jながら，実業補習学校教員養成所において必修学科目である法制，経済と同
様に重視されることとなったと思われる。

しかし，文部省の奨励によるという側閣の他に，実業補背学校教員養成所自体が社会学の教授

を必要と感じる状況があったという側面も見逃せない。かかる側面を示す次のような例がある。

長野県実業補習学校教員養成所発行の『補習教育研究J(51)創刊号に，岡県実業補習学校教員養成
所における社会学担当教員であった鈴木鳴海の論稿が掲載されている。鈴木はここで公民教育に

おいて社会学が重視されるべき理由を次のように論じている。 r..・H ・学章が学校を出で，先づ第
一に当面するものは社会である，而もその社会は欠陥が非常に多い，それ故にこの社会の欠縮を

学校中に於て意識させ，批判する力を養成しなくてはならぬ，と云う所に社会学の教科目が必要

となって来る，即ち今までの学校の教科内器に於ては，真の社会観を養成することが出来ない。

又社会問題の解決は可能でなくなって来る，又この詞題に解決を与えんとする努力に破壊性を与

え，与論に反動性を与える危険がある。思民をこの危険から救い，健全にして賢明なる意見に一

致せしめる為には，その論理の基礎に科学的確実性を与えるより他はない。是は社会観に臨胎す

るところの疑問を解決することによって，之に継続し，之を包括し之を発展する社会学に挨たね

ばならない。(52)J 

鈴木は社会学を，社会開題の解決のため，学校在学中に「社会の欠陥Jについての認識と，そ

れへの f批判力jを養成するものととらえていた。

社会隅題を社会学の学科課程中に明記している備は，長野県の他，奈良県，鹿児島県にみられ

る。また，明記はしていないが社会学を社会開題解決に資する科目として重視していた実業補智

学校教員養成所は，かなり多かったのではないかと推察される。

むすび

実業補習学校における公民科の内容を確定した「実業祷習学校公民科教授要縮Jは，まったく
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新しい教科内容の選択基準と，教科内容の配列方法によって作成された。

「原案Jおよび「要綱jの内容上の特徴は，第一に，従来の法制，経済的内容に加えて社会的
内容を設定し強調していることであり，第二に，政治，経済，社会の各領域ごとの別個の系統と

してとらえるのではなく，すべて実際生活に関連する具体的な事演という視点から選択しようと

していることである。

f要繊jにおいて， r藤案Jの変更点がいくつかあった。それらのうちには，東京駒場農科大
学校内農業教育研究会による参考案，および，第二学年の内容に関する内務省案を反映したと考

えられるものがあり，それらは上記の特徴を強化するものであった。また， r公民教育調査委員会J
の審議において「入ト社会J，r技会改善jの題目がつけ加えられた。
成立した「要綱Jの内容のうち，特に特徴的な次の 5点について考察を加えた。 (1購入と社会
の関係， (2)地方自治，地方団体， (3)政党，選挙(4)思想問題，社会問題， (5)世界と日本。

これらの検討から， r要綱jの基本性格は，生徒が自分の所属する社会についての具体的な知
識を獲得し，さらにそれを行動に結びづけることを自指すものであったことが明かとなった。そ

の際に，生徒が社会秩序の一定の枠からはみ出すことなしに，能動的に社会に関わるようにする

ため，社会問題，思想問題を極めて重視していた。

また，個人の独立性と平等の拡大， r自治権拡張jという観点から地方自治のとらえ方，普通
選挙の積極的推進，階級闘争の一定の許容を前提とするというような，日本の社会そのものの臆

史的変化与を予見，展望し，それにふさわしい社会認識と社会的行動様式を育成しようという側面

をもっていた。

しかし，一方では神懇り的な根拠づけによって日本の世界における優位性をうたい，その擁護

のために軍事行動をま当化する論理をも含んでいた。

多くの実業補習学校教員養成所においては，かかる「要綱Jに込められた政策意図の実現のた

め公民科を設寵した。また，公民科の内容として社会学，社会問題を重視していた。

このような実業補習学校公民科が成立するにあたってのインパクトを端的に挙げれば，以下の

5点となろう。

(1) r社会J領域の拡大。
(2) 第I次世界大戦後における社会政策推進のための地方制度とそれを支える財政基盤の創

出の必要。

(3) 世界史的潮流としての普通選挙。

(4) 思想問題，それが生起する原因としての社会開題。

(5) 帝閤主義段階にふさわしい国際(世界)認識。

最後に，以上において明らかにし得たことを先符研究と関連づけて若干述べておきたい。斉藤

利彦氏は日大正デモクラシ-jと公民科の成立一文部省少壮官僚の公民科論J(53)において，公

民教育調査委員会が，政友会，準政友会内閣のもとで組織されたとして，公民科への政友会の統

治理論の影響を指摘している。しかし，公民教育識査委員会は，高橋政友会内閣一非政党内閣(加

藤一山本一清浦)一護憲三派内閣という政権の変遷の中で一貫して進められてきたのであっ

て，一政党のもとでのみ構想されたわけではない。特に，普選に視点を置いてみると，国一 2

ーベ3)で検討したように， r要綱Jの内容を規定したのが一政党の政策であったとは考えにくい。
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普選案の検討が始まったのは，加藤内関の時であり，政友会は藤，高橋の時には普選に反対して

いた。政友会は，護憲三派の一翼たらんとし，妥協策としてしぶしぶ普選賛成をかかげるまで普

選に反対だった。しかも，そのことにからんで政友本党が分裂しでさえいる(54)。斉藤氏は，公

民科と一政党との関係を重視しすぎるあまり，天皇制官僚の強大さを過小評髄することになって

はいないだろうか。斉藤氏は木村正義や千葉敬止等に「文部官僚としては相対的には f進歩的j
な発想(55)Jを見いだしているが，むしろ，この時期において，彼らの発想こそが主流であった

のではないだろうか。
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